
 

 

利用者による介護サービス（事業者）の適切な選択に資する 
「介護サービス情報の公表」（情報開示の標準化）について 

 
 
 

（介護サービスの情報開示の標準化に関する調査研究委員会） 

《報告書の概要版》 

 

 

 
 

 

「介護サービスの情報開示の標準化」は、平成１７年２月に国会に提出され

た介護保険法等の一部を改正する法律案に位置付けられ、制度化に向けた準備

が進められているところである。この法案における制度上の表記では、「介護

サービス情報の公表」とされていることを踏まえ、今後、本調査研究事業にお

いても「介護サービス情報の公表」と名称を改めることとした。 

 
 

 

平成１７年３月 
 

 

社団法人シルバーサービス振興会 

 



1Ⅰ．はじめに  
 

○ 社会保障審議会介護保険部会の『介護保険制度の見直しに関

する意見』（平成１６年７月）においては、「利用者によるサ

ービスの選択を実効あるものとする観点から、全ての介護サー

ビス事業所を対象として、当該事業所が現に行っている事柄（事

実）を第三者が客観的に調査・確認し、その結果の全てを定期

的に開示する仕組みの導入とそのための開示情報の標準化を進

める必要がある。」と指摘。  

 

 

○ また、介護保険法等の一部を改正する法律案（平成１７年２

月国会提出）においては、「情報開示の標準化」について、「介

護サービス情報の公表」として位置付けられ、国において制度

化に向けた準備を開始。  

 

 

○ 本調査研究委員会は、平成１５年度に、介護保険制度の基本

理念である「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者

による選択（自己決定）」を現実のサービス利用において保障

するための方策として、介護サービスの「情報開示の標準化」

という新しい仕組みの構築を提案。  

 

 

○ 介護サービスの利用に当たっては、介護サービスに係る事前

の情報収集及び介護サービス事業所の比較検討が可能となるよ

うな環境整備が極めて重要。  

 

 

○ 介護保険制度の下で指定を受けた事業者は、被保険者（この
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場合納税者たる国民も含む）に対し、サービス提供に係る諸状

況を具体的に説明する責務（説明責任）がある。  

 

 

○ 公的財源で支えられる介護保険市場における規制改革の先導

的なケースとして市場原理を適正に機能させるためには、利用

者の選択を実効性のあるものとすることが求められている。  

 

 

○ 平成１６年度の調査研究では、全国的な規模で２度にわたる

モデル事業を実施し、「中間報告書」の検証結果等を踏まえな

がら、「介護サービス情報の公表」の趣旨・目的、実施体制、

実施方法、事業所情報公表項目、費用負担のあり方、公表情報

の内容、調査員要件、調査員養成研修カリキュラム等具体的内

容等について制度化を前提とした検討を実施。以下、その検討

結果の概要を報告。  

 
 
 
2Ⅱ.「介護サービス情報の公表」の趣旨・目的  
 

○ 「介護サービス情報の公表」の趣旨・目的は、事業所自らの

責任において情報を公表し、利用者が当該情報を活用しながら

自らの責任において主体的に事業所を選択するための環境整備。 

 

 

○ 全国で１２万か所を超える全ての事業所を対象に「介護サー

ビス情報の公表」を進めることは、利用者の選択の支援のみな

らず、多様なサービス提供主体から提供されるサービスの質を

確保していく上でも有効に機能することを期待。  
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○ 「介護サービス情報の公表」は、このことをサービス提供の

現場において保障するため、公表情報の標準化と情報の公表の

ルール化を進めるものであり、介護保険制度を支えるサブシス

テムとして機能することを期待。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」の徹底を図ることは、サービス

提供における透明性を確保することであり、利用者のみならず

被保険者ひいては国民全体から、介護保険制度に対する信頼を

高めることにも寄与。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」は、事業所のサービス改善に直

接寄与する「サービスの第三者評価」や、指定基準の遵守状況

等を確認する「指導監査」とは、その目的や手法が異なる。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」は、利用者と事業所との間の情

報の格差を縮め、多様な事業所の比較検討を可能とし、介護保

険制度の下での介護サービス情報の基盤として機能することを

期待。  
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3Ⅲ．平成１６年度における取組みについて  
 

○ 平成１６年度においては、「介護サービス情報の公表」の制

度化に向けて、主に平成１５年度に本調査研究委員会が報告し

た「中間報告書」の検証及び新たなサービスに係る事業所情報

公表項目の検討を行った。  

 
 

１．調査研究委員会における検討 
 

○ 平成１６年度も継続して「介護サービス情報の公表」の具体

的内容に関する各事項について検討。  
  
 

○ 介護保険制度の見直しに向けて社会保障審議会介護保険部会

での検討状況等も踏まえながら検討。  

 
 

○ 平成１５年度の「中間報告書」の検証を目的としたモデル事

業を実施。  

 

 

○ 新たに、居宅介護支援、特定施設入所者生活介護（軽費老人

ホーム）及び訪問看護の３サービスに係る事業所情報公表項目

の検討を開始。  

 
 

○ これらの検討結果を踏まえ、この２年間取り組んできた「介

護サービス情報の公表」の具体的内容について、一定の検討成

果の集大成となる報告書を取りまとめ。  
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２．検証・評価小委員会の設置 
○ モデル事業の結果を集積・分析し、事業所情報公表項目、調

査員要件、調査員養成研修カリキュラム等に関する検証、平成

１６年度に新たに作成する事業所情報公表項目との調整等を行

うことを目的とする「検証・評価小委員会」を設置。  

 

 

○ 委員は、本委員会の委員、各サービスの事業所情報公表項目及

び調査員養成研修カリキュラムを検討する部会長のほか、モデ

ル事業の結果の集積・分析を適切に行うための統計調査の専門

的知識を有する者等により構成。  

 

 
３．部会の設置 
○ 平成１５年度から継続する７サービスについて部会を設置  

「訪問介護・訪問入浴介護部会」、「福祉用具貸与部会」、

「通所介護部会」、「特定施設入所者生活介護（有料老人

ホーム）部会」、「介護老人福祉施設部会」、「介護老人

保健施設部会」、「調査員養成部会」  

 

平成１６年度から新たに３サービスについて部会を設置  

「居宅介護支援部会」、「特定施設入所者生活介護（軽費

老人ホーム）部会」、「訪問看護部会」  

 

 

○ 部会における検討は、２度にわたるモデル事業の検証結果を

踏まえながら「事業所情報公表項目」の見直しを実施し、延３

４回にわたり精力的に議論。  
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４．モデル事業の実施 
（１）１次モデル事業の結果概要 
○ １次モデル事業は、主に、平成１５年度に検討された７サー

ビスの事業所情報公表項目（基本情報項目・調査情報項目）の

妥当性や技術的課題を把握することを目的として実施。  

 

 

○ １次モデル事業の調査員は、７県（宮城県、茨城県、富山県、

愛知県、滋賀県、広島県、福岡県）より７サービスごとに２名

を基本とし、９６名を選出。特に、１次モデル事業では、事業

所情報公表項目の妥当性等を把握する必要性を考慮し、各サー

ビスについて一定の知識を有する者を調査員とした。また、事

業所については、同様に９６事業所に協力を依頼。  

 
 
（２）都道府県モデル事業の結果概要 
○ 「都道府県モデル事業」（以下、「２次モデル事業」という。）

は、国庫補助事業として、全国４３都道府県が実施主体となり、

極めてタイトなスケジュールの中で実施され、多くの貴重な検

証結果が得られた。  

  なお、本調査研究委員会においては、国を通じて、当該２次

モデル事業の結果の提供を受け、検討を行った。  

 

 

○ ２次モデル事業においては、実施体制、実施方法、１次モデ

ル事業の結果を受け見直した７サービスの事業所情報公表項目

（基本情報項目・調査情報項目）、調査員要件、調査員養成研

修カリキュラム等について検証。  
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○ ２次モデル事業の調査員は、調査員の資格要件を検証するた

めの一定の要件に基づいて、各サービス４名を基本とする延べ

１，０２４名が選出された。また、事業所については、一定の

要件に基づいて、９７７事業所に協力を依頼。  

 

 

 

4Ⅳ.「介護サービス情報の公表」の具体的内容  
 

１. 基本的な考え方 

 

（基本的な考え方）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、介護保険制度の基本理念で

ある「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者による

選択（自己決定）」を現実のサービス利用において保障するた

め、利用者の選択に資することを目的として、全ての事業所の

比較検討が可能となるよう、標準化された項目についての情報

が定期的に公表される仕組み。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」は、事業所の評価、格付け、画

一化等を目的とするものではない。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」は、公表内容が行われていない

ことをもって行政処分の対象となるものではなく、公表情報へ

の評価は、利用者自身に委ねられる。  
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（公表情報の責任主体）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、事業所自らが、利用者の選

択に資するものとして予め標準化された情報を公表するもので

あり、事業所の責任において、情報を公表することが適当。ま

た、公表情報の内容がサービス提供の現場において実現されて

いるか否かの責任は、事業所が有する。  

 

 

（客観性の確保）  

○ 公表情報には、公表前に、当該情報の根拠となる事実を客観

的に確認することが適当である情報があるため、第三者（調査

員）による調査を行う仕組みを組み込むことが適当。また、当

該調査においては、当該事実についての善し悪しの判断・評価

や改善指導等を行わないことを明確にすることが適当。  

 

 

○ 事業所にとっては、自ら公表情報を記入することや調査員に

よる調査といったプロセスを通じて、サービスの質の改善への

道筋を見出す効果を期待。  

 

 

２. 実施体制（情報公表業務の実施主体、調査の実施主体） 

 

（「介護サービス情報の公表」の実施単位）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、次のようなことから都道府

県単位で実施されることが適当。  

 

・介護サービスの利用及び提供は、市町村（保険者）の区域を

超えて広域で行われる場合があること。  

・現在、主要な介護サービス事業所の指定等は都道府県単位で
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行われていること。  

 

 

○ 都道府県単位の実施体制の構築に当たっては、都道府県が自

ら実施する体制のほか、都道府県ごとの実情に応じて業務を外

部化する体制についても柔軟に認めることが適当。  

 

 

（情報の公表業務の実施主体の基本要件）  

○ 情報の公表の責任主体は、基本的に事業所であるが、利用者

による事業所の比較検討のためには、都道府県内の全ての事業

所の情報が、一覧性のある方法で公表される必要があり、この

ような業務を都道府県単位で行うことが適当。また、都道府県

が当該業務を外部化する場合には、情報の公表業務の過程にお

いて事業所の有する秘密を知りうる立場となることから、次の

ような要件を定めることが適当。  

 

・都道府県単位で１つであること。  

 

・当該法人自らが介護サービスを提供していないこと。  

 

・当該法人の役員構成の多くを介護サービス提供事業者の役員、 

職員、血縁関係者等が占めていないこと。又は、情報の公表  

業務に関する独立した意思決定の仕組みが確保されているこ  

と。  

 

・当該法人の会員の多くを介護サービス提供事業者が占めてい

ないこと。又は、情報の公表業務に関する独立した意思決定

の仕組みが確保されていること。  
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（調査員の基本要件）  

○ 調査員は、調査対象事業所と利害関係を有せず、公正・中立

な調査が遂行できる者であることが必要。また、調査の均質性

が確保されることが重要。これらを踏まえ、調査員には次のよ

うな要件を定めることが適当。  

 

・調査に当たっての守秘義務や倫理、行動規範を熟知し、調査

の役割から逸脱せずに円滑に調査を遂行できる人格適性を有

すること。  

 

・介護保険制度に関する知識、調査対象サービスに関する知識、

「介護サービス情報の公表」の知識等に関する研修を修了し

ていること。  

 

   

（研修の受講要件）  

○ 調査員養成研修の受講要件としては、資格、現場経験等を特

に定めないことが適当。  

 

 

（調査員資格の更新要件）  

○ 調査の均質性の確保のためには、常に調査員の一定の質の確

保が求められることから、調査員資格について更新の仕組みを

設けることが適当。  

 

 

３．実施方法  

 

  実施方法については、介護保険法で定められることを前提と

して、全国的に共通する必要がある内容と、都道府県単位で全
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ての事業所の情報の公表が現実的に実行可能となる方法とを考

慮することが重要。  

 

 

（対象事業所）  

○ 介護保険法に基づく指定事業所のうち、実際に介護サービス

を提供していない事業所は対象としないことを認めることが

適当。  

 

 

（情報の公表の頻度）  

○ 情報の公表の頻度は年１回とすることが適当。  

 

 

（訪問調査の人数）  

○ 訪問調査は、２名１組で実施することが適当。  

 

 

（訪問調査の調査員の構成等）  

○ 訪問調査の調査員の構成については、当面、２名１組のうち

１名は介護サービスに関する知識を予め有する者（介護支援専

門員等）とすることが望ましい。  

 

 

（訪問調査の日数）  

○ 訪問調査の日数は、原則１日とすることが適当。  
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４. 事業所情報公表項目（基本情報項目、調査情報項目） 

 

（事業所情報公表項目の構成）  

○ 「事業所情報公表項目」は、「基本情報項目」及び「調査情

報項目」で構成されることが適当。  

 

（１）基本情報項目  

○ 「基本情報項目」は、事業所に係る基本的な事項を利用者が

把握するための情報であって、事業所が記入した内容がそのま

ま公表される項目として設定することが適当。  

 

 

（２）調査情報項目  

○ 「調査情報項目」は、職員教育の状況など、事業所の具体的

なサービスの内容、運営等に関する取組状況を利用者が把握す

るための情報であって、当該事業所が公表しようとする情報に

関する根拠資料を調査員が事実確認した上で公表されることが

適当な項目として設定することが適当。  

 

 

○ この「調査情報項目」は、「大項目」、「中項目」、「小項

目」に分類した上で、小項目ごとに「確認事項」（利用者が事

業所における取組状況を具体的に確認する事項）と、これにつ

いての「確認のための材料」（事業所が公表しようとする情報

に関して調査員が事実確認を行う根拠資料となるもの）によっ

て構成されることが適当。  

 

 

○ このうち大項目については各サービス共通とすることが適当。

また、中項目及び小項目についても、必要に応じて各サービス

－12－ 



共通項目を設定することが適当。これ以外の項目については、

サービスの特性に応じて設定することが適当。  

 

 

（「事業所情報公表項目」の地域性への配慮）  

○ 「事業所情報公表項目」については、都道府県単位の実情に

応じた情報の公表が必要な場合も想定されるので、各都道府県

の判断による上乗せや横出しが可能となるような配慮を行うこ

とが適当。ただし、「介護サービス情報の公表」は、全ての事

業所を対象として比較検討を可能とする仕組みであることから、

標準的な「事業所情報公表項目」については、全国的に統一さ

れることが適当。  

 

 

５. 費用負担のあり方 
 

（費用負担の仕組み）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、事業所自らが利用者の選択

に資する情報を公表するために行われるものであり、「介護サ

ービス情報の公表」の過程で行われる調査及び情報の公表に伴

う費用は、事業所が負担することが適当。また、具体的な費用

の額、徴収方法等については、都道府県単位の調査体制や情報

の公表の仕組みにより異なるため、都道府県単位で定めること

が適当。なお、全国的な見地から、費用の基本的な考え方、算

定方法等についての具体的なガイドラインの提示が望まれる。  

 

 

○ 同時に、「介護サービス情報の公表」が、介護保険制度の基

本理念を現実のサービス利用において保障するための仕組みで

あり、この制度が持つ公益性の下で実施されることを踏まえる
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と、当該費用についても、利用者をはじめとした社会連帯の仕

組みの中で支弁される介護報酬において適切に評価されること

が必要。  

 

 

（費用の水準）  

○ 費用の水準の設定に当たっては、事業所が現実に負担可能な

範囲であるとともに、小規模な事業所の負担能力にも配慮する

ことが適当。  

 

 

○ 複数の調査機関がある場合、都道府県内の調査機関ごとの調

査費用は共通であることが適当。  

 

 

６. 公表情報の内容 
 

（調査情報項目における公表情報の範囲）  

○ 利用者は、公表情報と自らのニーズとの比較を通じて事業所

を選択することが必要であることを踏まえ、調査情報項目にお

ける公表情報の範囲は、「確認のための材料」（事業所が公表

しようとする情報に関して調査員が事実確認を行う根拠資料と

なるもの）の調査結果の全てを公表することが適当。  

 

 

７. 調査員の養成 
 

（調査員数の確保）  

○ 「介護サービス情報の公表」の実施に当たっては、都道府県

単位で、全ての事業所を対象とした調査が実施可能となる調査
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員数の養成が必要。  

 

 

（調査員養成研修カリキュラム等）  

○ 全ての事業所において調査の均質性を確保するには、調査員

の均質性の確保が重要であり、全ての調査員について共通のカ

リキュラムに基づく研修を行うことが適当。  

  また、調査員養成研修教材等についても同様の観点から共通

とすることが適当。  

 

 

○ 全国的に均質性の確保された調査員を養成するため、共通の

研修を修了した調査員指導者を早期に養成することが必要。  

 

 

○ 調査員養成研修の期間については、研修内容の理解の促進が

重要。一方、研修受講の負担の軽減にも配慮することが必要。

このことを踏まえ、概ね４日間のカリキュラムとすることが適

当。  

 

 

○ 介護支援専門員等の介護サービスの知識を予め有する者が研

修を受講するに当たっては、基礎研修の受講の免除を可能とす

るカリキュラムとすることが適当。  

 

 

○ 調査員養成研修は、調査対象サービスごとの事業所情報公表

項目の十分な理解が必要であることから、当該カリキュラムに

ついては、サービスごとに４時間とすることが適当。従って、

調査員は、共通カリキュラムと各サービスのカリキュラムとを
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修了することによって、当該サービスの調査員としての要件を

満たすこととすることが適当。  

 

 

5Ⅴ．今後検討すべき課題  
 

○ 「介護サービス情報の公表」は、今後とも増大する要介護高

齢者等のニーズの変化に対応するため、その仕組みを円滑に機

能させるとともに、さらに発展させていくことが必要であり、

今後とも以下のような課題について継続的な取組みが必要。  

 

 

（対象サービスに係る継続的な検討）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、基本的に、全ての介護保険

サービスを対象とする仕組みであり、今後とも各サービスの「事

業所情報公表項目」を順次検討することが必要。  

 

 

（調査研究体制の確保）  

○ 「介護サービス情報の公表」は介護保険制度に基づく新しい

取組みであり、制度導入後も継続的に充実強化できるよう、全

国的な見地から、調査研究体制の確保が必要。また、公表情報、

公表の方法等については、常に利用者や事業者からの意見を把

握し、制度の改善につなげていくことが適当。  

 

 

（調査員の質の確保）  

○ 全ての事業所において均質な調査が行われるよう、調査員の

養成については、前述した養成研修カリキュラム、研修教材等

に加え、業務の均質化のための取組み（調査票、調査マニュア
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ル等の整備）についても検討することが適当。  

 

 

○ 調査員指導者及び調査員の均質性を確保するため、制度導入

後における相談・指導体制を確保することが適当。  

 

 

○ 調査員指導者及び調査員に係る管理方法（登録・更新制）、

定期的な現任研修等についても検討することが適当。  

 

 

（不服申立て・苦情等対応）  

○ 「介護サービス情報の公表」については、事業所、利用者等

からの不服申立てや、苦情等に対応する仕組みについて制度上

の仕組みを組み込むことが適当。  

 

 

（啓発・普及）  

○ 「介護サービス情報の公表」は、事業所、利用者、地方自治

体等の関係者が、それぞれの役割を果たしていくことによって

適切に機能するものであることから、その趣旨・目的等につい

て積極的かつ継続的に啓発・普及すること及びそのための効果

的な方法についての検討を行うことが適当。  

 

 

（全国的・広域的に共通する事項についての協議・支援体制の確保）  

○ 「介護サービス情報の公表」の実施単位は都道府県単位とす

ることが適当であるが、調査員の研修体制の確保等調査の均質

性の確保方策、制度の普及・啓発等全国的に共通に実施される

ことが適当と考えられる事項もあることから、円滑な制度導入
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に向けて、全国的な規模で協議・支援体制を構築することが適

当。  

  また、制度導入後においても、同様の観点から全国的・広域

的な規模で協議・支援する体制を継続的に確保し、制度の維持・

発展を図ることが適当。  

 

 

（情報の公表システムの開発・導入）  

○ 「介護サービス情報の公表」の仕組みにおいては、利用者が

事業所を選択するに当たっての比較検討に資する情報を、円滑

かつ容易に取得できる環境整備が必要。このため、公表情報に

ついて、インターネットを通じて広く公表するシステムの開発、

導入への早期の取組みが必要。  

 

 

○ この公表システムの開発に当たっては、内容の正確性を前提

としつつ、要介護高齢者等である利用者にわかり易いものとす

るような工夫が必要。  

 

 

○ また、要介護高齢者等である利用者の事業所の選択に適切に

結び付く方法とするため、特に利用者のアクセス上の利便性、

公表情報の補助的伝達手段等について十分な配慮が必要。  

  さらに、都道府県の区域を超える介護サービスの利用者の利

便性への配慮、システムの利用方法、公表情報の読みとり方等

についての周知が必要。  
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6Ⅵ．おわりに  
 
○ 「介護サービス情報の公表」は、平成１５年度に本調査研究

委員会を設置し検討を開始してから今日まで、膨大な作業を精

力的に行ってきた。本年度はさらに全国的な規模で２度にわた

るモデル事業を実施するなど、数多くの人々の時間と労力と英

知を集めて検討されてきたもの。  

 

 

○ 「介護サービス情報の公表」は、これまでにない新しい仕組

みであることや、我が国においては行政による「指導監査」の

ほか、「第三者評価」の取組みが先行して始まりつつあること

もあり、関係者の中では戸惑いも多かったが、慎重かつ広範な

議論がなされる中で、徐々にその必要性への理解が浸透しつつ

ある。  

 

 

○ これは、介護保険制度の基本理念である「利用者本位」、「高

齢者の自立支援」、「利用者による選択（自己決定）」を現実

のサービス利用において保障することが重要であるとの共通認

識があったからにほかならない。  

 

 

○ 介護保険制度において、真に「利用者による選択（自己決定）」

を前提に事業所の比較検討が可能となるためには、全ての事業

所の情報が公表されることが重要であり、今後の制度化に向け

た検討に当たっては、この点に十分に留意していただきたい。  

 

 

○ 本報告書においては、「介護サービス情報の公表」に関する
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２年間にわたる検討の成果として、趣旨・目的、具体的内容等

を取りまとめた。しかしながら、未だ検討すべき課題も多く残

されている。従って、平成１７年度以降も、より具体的な課題

を抽出しながら、引き続き検討を進める体制を確保する必要が

ある。また、本報告書を一つの契機として、さらに広範な議論

が進められることを期待したい。  

 

 

最後に、介護保険法等の一部を改正する法律案に位置付けられ

ている「介護サービス情報の公表」において、本調査研究事業の

成果が活用され、「介護サービス情報の公表」が、真に実効ある

仕組みとして構築されること及び介護保険制度のさらなる発展の

一助となることを切に願う。  

  

 



 

 

 

 

＜参考図表＞ 



介護保険制度の基本理念を実現する環境整備の必要性

《介護保険の基本理念》

「利用者本位」 「高齢者の自立支援」 「利用者による選択（自己決定 」）

（利用者は自ら主体的に事業者を選択・決定して利用（契約 ））
利用者と事業者との関係を制度上のみならず
実質的にも対等なものとしていくことが必要

選択できるだけの 選択の判断に資する
サービス供給量 必要かつ十分な情報

《現 状》

○概ね順調に増加 ○選択に資する情報提供環境は整
っていない・高齢化の進展

・居宅サービスの主体規制を原 ・要介護高齢者自らが情報収集
則撤廃し多様な主体が着実に することの困難性
増加 ・行政からの基本的な情報

・事業者からの一方的な情報
○事業所の努力が報われるような※介護報酬請求事業所は
情報提供も重要１２万か所以上

《利用者の選択に資する情報提供の環境整備の必要性》

○介護サービスにおいては事前の情報提供が重要
・対人サービスは実際に利用してみなければ判断できない
（非可視性・事前視認の困難性）
・一度利用してしまうと元に戻すことができない
（非可逆性）

○客観的情報の提供が重要
・適切な選択に資する情報としては、抽象的、主観的なものなどあいまいなもの
であってはならない
・事業所が現に行っている事柄（事実）に基づく客観的な情報であることが重要



利用者の事業者選択に資する質の評価手法

新たな仕組み これまでの評価

【介護サービス 【第三者評価】
利用者と事業者という当事者以外の第三者が評価基準に基づき質等の達成度合いを評価情報の公表】

第三者が客観的事実
に基づき確認 改善指導等 認証等 格付け等

（目 的） （目 的） （目 的）
○事業所の自主的な質等の ○事業所の質等について一 ○事業所の質等を定量的に（目 的）
向上への取組を支援 定の保証 開示○利用者の介護サービス事

業所の選択に資する （特 徴） （特 徴） （特 徴）
○専門性の高い評価員が評 ○評価主体が定めた評価基 ○評価主体が定めた評価基
価し、改善指導等を行う 準に基づき評価し、認証 準に基づき評価し、格付
・質等の向上に直接寄与 等を行う けを行う（特 徴）
・結果が開示される場合、 ・事業所は質等を確認 ・事業所は質等を確認○全ての事業所が対象
事業所選択の参考となる ・利用者は一定の信頼のも ・利用者にわかり易い表現

とに利用 で評価情報を開示○サービス提供場面におい
て行われている事柄 （利 用 者 の 選 択 情 報 と し て の 限 界）

○事業所の任意性が基本的前提となり（事実）が前提
比較検討情報として一定の限界

○認証・格付け等の評価の尺度が利用者が○調査結果の全てを開示
求める評価内容と合致するとは限らない

【指 導 監 査】（利用者の選択
情報としての有効性） （目 的）

○都道府県知事が指定基準の遵守状況等を確認○全ての事業者の比較検討
が可能

（特 徴）
○事業所の義務として行政による強制力を持って行われる○利用者のニーズに応じた
○査察的視点で問題点を探す選択が可能

（利用者の選択情報としての限界）
○開示を目的としておらず、利用者が指導監査情報を活用することは難しい



 「介護サービス情報の公表」の概念図  
  
  「介護サービス情報の公表」は、介護保険制度の基本理念である 

 「利用者本位」、「高齢者の自立支援」、「利用者による選択（自己決定）」 
 を現実のサービス利用において保障するための新しい仕組み 

 

 
  

 全ての介護サービス事業所 
 

 事業所情報公表項目に必要事項を自ら記入 
 

 《事業所情報公表項目》 
 （利用者本意の視点に立って、各サービスごとに作成） 

  《基本情報項目》 
 
 ○ 基本的な事実情報であって、公 
  表だけで足りる項目 

  《調査情報項目》 
 
 ○ 現に行われている事柄（事実） 
  を前提として、調査員が客観的事 
  実に基づき確認し公表する項目 

 

 

 

 

  
 

都道府県単位の調査の実施主体 
 

○ 中立性・公平性の確保 
○ 調査の均質性の確保 

  
 

 
 
      

 
  

 

情報の公表業務の実施主体 
 

○ 都道府県単位で１つ  
○ 中立性・公平性の確保 

 

《利用者の選択に資する情報として公表》 
○ 年１回程度 
○ 基本情報項目及び調査情報項目の全てを公表 

 

 
 

  

  
 

事実確認 

(原則 1 日)

を経て全て

を公表 
2 名 1 組 

調 

査 

員 

記

入

内

容

を

そ

の

ま

ま

公

表 

                                    
                 参  照 

 要 介 護 高 齢 者 等 
 

 公表情報に基づく比較検討を通じて、自ら主体的に介護サービス事業所を選択 

【開示方法】 
 ・インターネットによりより広く公表する方法 
  ・事業所内への掲示 

  ・重要事項説明書への添付 など 
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「事業所情報開示項目」の構造

【事業所情報開示項目】
利用者本位の視点に立ってサービスごとに作成

（平成１５年度からの継続して検討したサービス）

訪問介護、訪問入浴介護、福祉用具貸与、通所介護、特定施設入所者生活介護（有料老人ホーム 、介護老人福祉施設、介護老人保健施設）

（平成１６年度から新たに検討したサービス）

居宅介護支援、特定施設入所者生活介護（軽費老人ホーム 、訪問看護）

【基本情報項目】 【調査情報項目】

運営法人の概要 大項目 実際に開示項目を活用する利用者側の視点に立ったわか

法人名、代表者名、本社所在地、 りやすい構成とするため次の２区分を設定

その他 ①サービスの内容・水準の確保

②サービスの質を確保するための組織・運営

事業所の概要

事業所名、管理者名、 中項目 利用者の立場に立ち、次の点を考慮しながら新たに設定

事業所所在地、その他 ○介護保険の基本理念

○利用者の尊厳の尊重や消費者保護等の視点

職員の体制 等が具体的なサービス提供の中で実現されているかを確認

従事者数、介護職員数、

夜間勤務者数、その他 小項目 具体的に確保すべき内容を示すものとして、サービスご

との特性を踏まえた設定に努めた

利用料金等

利用料金、特別な料金、 確認事項 介護サービス事業所が現に行っている事柄（事実＝取組

キャンセル料金、その他 状況）であって、調査員が事実確認をした方が良い情報と

して標準的に定められた事項

サービス内容・その他

提供可能時間、事業所の特色・アピ 確認のた 確認事項について、数量、頻度、マニュアル・記録の有

ール、１人当たり床面積、その他 めの材料 無等でその事実が確認できた具体的な材料であって、その

事実確認の結果を開示するもの

（具体的な材料そのものを開示するものではない）



調査員養成研修カリキュラムの概要

大 項 目 研 修 の 趣 旨 と 到 達 目 標

１．介護保険制度 《研修の趣旨》
の理念と介護サ 前提知識として介護保険制度の概要について学習し 介護保険制度の全体の中での 介、 「
ービス情報の公 護サービス情報の公表」制度の意義、および調査員の役割についての理解を促す。
表 《到達目標》

生活支援の視点、サービス提供の流れ、ケアマネジメントの機能と方法論について正
１．５時間 しく理解する。

２．調査対象サー 《研修の趣旨》
ビスに関する基 調査対象サービスに関する基本的な知識を学習する （ビデオ学習を含む 。。 ）
礎知識 《到達目標》

各サービスの内容と事業者の指定基準の概要を理解するとともに、現場で行われてい
４時間 るサービスについてイメージを持てるようにする。

３．介護サービス 《研修の趣旨》
情報の公表制度 第三者評価に関する理論的な背景と、実際にこれまで行われてきたサービス評価を学
の意義と役割 び 「介護サービス情報の公表」制度の目的と手法を、既存の第三者評価制度と対比し、

ながら学習する。
１．５時間 《到達目標》

本制度の目的（利用者への情報の公表）と全体像、既存の第三者評価制度との違いを
正しく理解する。

４．介護サービス 《研修の趣旨》
情報の公表制度 「介護サービス情報の公表」制度の概要と、その中での調査員の役割について学習す
の概要 る。

《到達目標》
１時間 本制度の組織体制、調査プロセス、介護サービス情報の公表における調査員の役割に

ついて正しく理解する。

５．調査員の心得 《研修の趣旨》
調査を行う前提として、人権侵害を防ぐための基本的な知識を得、公正・中立な調査

１時間 を行う上で必要となる調査員の行動規範と心得を学習する。
《到達目標》
調査員の行動規範、倫理、守秘義務、個人情報保護および基本的態度につき、調査実
務に即して理解する。

６．各種調査票の 《研修の趣旨》
説明と記入方法 本制度において、どのような調査票を私用するのか、また調査に当たって調査票をど
の概要 のように記入するのかその概要を学習する。

《到達目標》
１時間 調査票の記入方法等の概略について理解する。

７．事業所情報開 《研修の趣旨》
示項目の理解 介護サービス情報の公表における事業所情報開示項目・基本情報項目の各項目・判定

方法について学習する。
４時間 《到達目標》

調査に当たっては、調査員による結果のばらつきが生じないよう各調査項目を正しく
理解する。

８．調査実務の理 《研修の趣旨》
解 調査員の実務について理解する。

《到達目標》
、 、１時間 調査実務の全体の流れと 各プロセスにおける実務の詳細について理解するとともに

研修終了後に不明な点があった場合でも、テキストの該当箇所を随時参照しながら対処
できるようにする。

９．演習：問題点 《研修の趣旨》
の把握対応 ロールプレイングの手法を用いて、調査員の調査時の統一的な態度・コミュニケーシ

ョン技術を理解する。等
４時間 《到達目標》

挨拶、口調、姿勢等の調査員としての基本的態度の形成。調査目的に合致した質問の
仕方、応答の仕方等の習得想定される困難への適切な対処方法の習得。 等

．研修理解度の 《研修の趣旨》10
確認 研修の理解度を測るため、研修全体を通したレポートやテスト（あるいは各単元ごと

の小テスト）等を実施する。
．訪問調査実習 《研修の趣旨》11

現場での実習により、事前準備を含め、全ての調査に共通する基本的な調査を実践的
に理解する。
※ ･ については、研修カリキュラムとしては課さないが都道府県の事情に応じてでき10 11
るだけ行うことが望ましい。


